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鈴木 透 訳

Ⅰ．序論

欧州委員会は2005年3月に「人口変動への対応－世代間の新たな連帯」に関する公文書

（いわゆるグリーンペーパー）を発表した．この文書は，次のような文で始まっている．

ヨーロッパは現在，前例のない人口変動に直面している．ヨーロッパ人口の自然増

加率は，2003年に年率0.04％にとどまった．キプロスとマルタを除くどの新規加盟国

でも，人口は減少している．多くの国々で移民の受け入れが，人口増加を確保する手

段として重要になっている．どの国の出生率も，人口を維持するのに必要な閾値（女

性1人当たり約2.1人）を下回っており，多くの加盟国では女性1人当たり1.5人をも

下回っている．（EuropeanCommission2005,p.2）

ヨーロッパ全体で出生率が明白に問題化しており，この文書では人口増加と移民との関

係を冒頭から明確にしている．非常に低い出生力（verylowfertility），特に極低出生力

（lowest-lowfertility）に関する研究成果は，出生率が「新たな」段階を迎えた要因に焦

点を合わせているものの，人口の全体的なバランスについてはそれほど注意を払っていな

いように思われる．

本稿の目的は，非常に低い出生力と極低出生力に関する研究成果と一般的な人口変動に

関する研究成果を関連づけることに貢献することである．ヨーロッパ，特に極低出生力の

先頭走者だったイタリアとスペインに焦点を合わせる．本稿は，二部構成になっている．

第一部では，ヨーロッパに極低出生力が出現した要因の説明を試みている文献を検討する．

第二部では，イタリアとスペインに見られるいくつかのごく最近のおそらく意外な展開を

明らかにし，極低出生力を経験しつつある国々の人口動向を理解するための一助としたい．
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*FrancescoC.Billari,Professor,Universit�aBocconi（ボッコーニ大学教授）



Ⅱ．極低出生力とその要因

1. ヨーロッパにおける極低出生力の出現と拡大

非常に低い出生力は，必ずしも20世紀の最後の四半世紀にだけ見られた現象ではない．

ヨーロッパのいくつかの都市の出生率は，すでに20世紀初頭に置換水準を下回る出生率

（belowreplacementfertility）となっていた．戦争中には，出生率が著しく低い水準ま

で低下するのが普通である．比較的大きな国のひとつの地域全体の出生率が，長期にわたっ

て置換水準を下回っていた場合さえある．イタリア北西部は20世紀末のきわめて低い出生

率で有名だが，すでに1922年生まれの女子コーホートの出生率が置換水準を下回っていた．

イタリア北西部地域（ロンバルディア，ピエモンテ，リグリア，ヴァッレ・ダオスタの各

州）には，ミラノ，トリノ，及びジェノバの3つの都市を結ぶ，いわゆる「産業の三角地

帯」が存在する．この「産業の三角地帯」は，イタリアが第二次世界大戦後に経験した経

済成長の中核となった．この歴史的に見ても出生率が低い地域の労働力人口の拡大を50年

以上にもわたって支えてきたのが，大規模な移民である（DallaZuanna2006）．

とはいえ筆者ら（Kohler,BillariandOrtega2002）が，1990年代初頭のヨーロッパの

状況を考察し，極低出生力の出現について定式化しようと試みていた頃には，当時南ヨー

ロッパ，中央ヨーロッパ，及び東ヨーロッパに可視的な形で存在した状況の特異性を理解

するための機が熟していた．過去に出生率がかなり低い水準まで低下した時期はあったも

のの，全体の出生率が短期間（たとえば，第一次世界大戦中のフランス，1984～85年の西

ドイツ，1993～95年の統一ドイツなど）を除き，我々が「極低出生力」の基準とした閾値，

つまり女性1人当たりの出生児数が1.3人（ないしは，人口学用語でいう合計出生率が1.3）

を下回ったことは一度もなかった．広く認められている推計によると，1993年に最初に

1.3の線を下回った国がイタリアとスペインだった．前述の2002年論文の時点では，ほと

んどの国について1999年までのデータが利用でき，南ヨーロッパのもうひとつの国（1998

年にギリシャ），今日ヨーロッパ連合に加盟している中央ヨーロッパと東ヨーロッパ諸国

（1995年にブルガリア，チェコ共和国，ラトビア，スロベニア，1996年にエストニア，

1999年にハンガリー及びルーマニア），旧ソ連圏諸国（1996年にロシア，1997年にベラルー

シ及びウクライナ，1999年にアルメニア）もこの閾値を下回っていた．1.3という合計出

生率の閾値は，その歴史的意味においてもそうだが，人口動向との直接的な関係において

も特異である．合計出生率が長期にわたって1.3にとどまるかこれを下回った場合，45年

以内に年間出生児数が50％減少し，人口が半減することを意味する．このことは，ヨーロッ

パ内とアジアへの極低出生力の東漸に関心を持つべき十分な理由になる．ヨーロッパでは，

EUに加盟した中央ヨーロッパ・東ヨーロッパの残りの国々（リトアニア，ポーランド，

スロバキア共和国），また，ボスニア・ヘルツェゴビナやモルドバも，2002年までに極低

出生力国となっていた．また，これらの国々から遠く離れた韓国，日本，シンガポール，

台湾も，事実上，2002年までに極低出生力諸国の仲間入りをした（Kohler,Billariand
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Ortega2006）．表 1はい

くつかのヨーロッパ諸国に

ついて，1980～2005年の合

計出生率の状況を示したも

のである．

以下の議論では，極低出

生力の要因を簡単に考察す

る．考察にあたっては，極

低出生力の要因を，別個で

はあるが不可避的に相互依

存的なふたつの要因に分け

て論じる．すなわち晩産化

（テンポ）と，第2子以降

の出生への移行（カンタム）

である．

2. 晩産化の主要因

極低出生力はなぜ生じた

のだろうか．その要因は当

然のことながら多面的で，

この現象に取り組んだ研究

者の大部分がそれを認識し

ている．多くの著者が極低

出生力の主要因としてさま

ざまな要素を指摘している

が，それは極低出生力が生

じた社会的・経済的状況の多様性を考慮すれば意外ではない．しかしながら一方で，この

分野の研究者に「共通点を見いだそうとする」意欲が欠けていることを批判する論文もあ

る（CaldwellandSchindlmayr2003）．本稿では極低出生力の出現と拡散に関する普遍

的な説明が存在するという考え方を否定し，極低出生力が生じている社会の部分集合にみ

られる固有性に焦点を合わせるが，きわめて限られた例外しかないような普遍的かつ共通

した特徴も確かに存在する．それが，「晩産化（postponementoffertility）」である．こ

の晩産化という点であまりにも共通性があるため，「晩産化転換（postponement

transition）」に伴い，不可逆的な現象として極低出生力が生ずるという説明に傾く意見

もあった（Kohleretal.2002）．実際イタリアの場合，晩産化によって40歳以上の女性に

よる出生児の割合が世界一になった．しかしこのような傾向は，スウェーデンや米国のよ

うな極低出生力が生じていない国々でも観察される（Billarietal.2007）．
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表１ 複数のヨーロッパ諸国における合計出生率1980～2005年

国 1980 1990 2000 2005*
ベラルーシ 2.04 1.90 1.31 1.20
ウクライナ 1.95 1.89 1.09 1.22
ボスニア・ヘルツェゴビナ 1.93 1.71 ... 1.23
ポーランド 2.26 2.05 1.34 1.24
モルドバ 2.41 2.39 1.30 1.25
スロバキア共和国 2.31 2.09 1.29 1.25
スロベニア 2.10 1.46 1.26 1.26
リトアニア 1.99 2.02 1.33 1.27
チェコ共和国 2.10 1.90 1.14 1.28
ブルガリア 2.05 1.82 1.26 1.31
ハンガリー 1.91 1.87 1.32 1.31
ラトビア 1.90 2.01 1.24 1.31
イタリア 1.64 1.33 1.24 1.32
ルーマニア 2.43 1.84 1.31 1.32
ギリシャ 2.23 1.39 1.29 1.33
ロシア連邦 1.86 1.90 1.21 1.33
ドイツ 1.56 1.45 1.38 1.34
スペイン 2.20 1.36 1.24 1.35
マルタ 1.98 2.04 1.66 1.37
キプロス 2.46 2.42 1.83 1.40
ポルトガル 2.25 1.57 1.55 1.40
オーストリア 1.65 1.45 1.34 1.41
クロアチア 1.92 1.67 1.40 1.41
スイス 1.55 1.58 1.50 1.42
マケドニア 2.47 2.06 1.88 1.46
エストニア 2.02 2.04 1.39 1.50
セルビア・モンテネグロ 2.29 2.10 1.66 1.60
ベルギー 1.68 1.62 1.66 1.64
ルクセンブルク 1.49 1.60 1.76 1.70
オランダ 1.60 1.62 1.72 1.71
スウェーデン 1.68 2.13 1.54 1.77
イギリス 1.89 1.83 1.65 1.78
デンマーク 1.55 1.67 1.77 1.80
フィンランド 1.63 1.78 1.73 1.80
ノルウェー 1.72 1.93 1.85 1.84
アイルランド 3.24 2.11 1.88 1.93
フランス 1.95 1.78 1.89 1.94
アイスランド 2.48 2.30 2.08 2.05
トルコ 4.36 2.99 2.52 2.20

*2005年または入手可能な最後の年
出所：欧州委員会統計局，ヨーロッパ評議会，イタリア統計局



晩産化，すなわち個人やカップルがますます遅い年齢で子どもを持つ現象は，多くの要

因に左右される（Sobotk2004b）．このような要因については，一方では徹底した検討，

他方では効果的な分類と単純化が必要である．単純化のために，晩産化の促進要因を3種

類の要因因子に分類することができる（Billari,LiefbroerandPhilipov2006）．第一は，

価値変動と「第二人口転換（SecondDemographicTransition）」である．第二は，女性

の教育水準の向上である．第三は，青年期における不確実性の増加と「極遅移行

（latest-latetransition）」の出現である．以下では，順を追ってそれぞれの重要性を簡単

に分析する．

第一に，不可逆的な人口学的選択が高い年齢に先送りされる全般的な傾向は，「第二人

口転換」論の重要な要素である．RonLesthaegheとDirkvandeKaaによれば，第二

人口転換は1960年代に北ヨーロッパで始まり，先進国全体に広がった（Lesthaeghe1995;

LesthaegheandvandeKaa1986;vandeKaa1987）．第二人口転換論は晩産化を含む複

数の人口変動を扱っており，それらはかなりの程度まで価値変動，特に個人の自主性の一

層の強調，制度による管理に対する拒絶，個人の「高次の欲求（higherorderneeds）」

の充足による価値基準の上昇，そしてジェンダー平等の拡大等によるとされる（Surkyn

andLesthaeghe2004）．このような価値変動により，「ポストモダンな出産選好

（postmodernfertilitypreferences）」が生じた（vandeKaa2001）．社会学の文献にも

同様のテーマが現れ，そこでは同棲・婚外出生といった「新しい」家族行動の出現が，ラ

イフコースの個人主義化過程の徴候であり，また，西ヨーロッパや北米社会の「ニューモ

ダン（newmodernity）」への発展の一側面であるとされた（Beck1992;Buchmann1989;

Giddens1990）．ヨーロッパ諸国における第1子出生と初婚の同時並行的な遅延は，この

見方を裏付ける傾向の例とされた．図1は，1989年から1999年までのヨーロッパ諸国にお

ける平均初婚年齢と平均第1子出生年齢の増加率を示している．すべての国がｘ軸より上

にあり，晩産化を示している．結婚が遅延していないかむしろ早期化している国は，スウェー

デンとロシアだけである．

第二に，晩産化の背景として「女性の学歴」の全般的な上昇があり，これが原動力とし

て作用しているとする意見が多い．高学歴女性の出産遅延を促進するいくつかのメカニズ

ムが指摘されている．第1子の出産時期に関する経済学的モデルは，女性の学歴が上昇す

るほど出産が先送りされることを予想させる（Gustafsson2001;Happel,HillandLow

1984）．これらの経済学的モデルは，出産をめぐる意思決定においてタイミングが重要で

あり，出産の機会費用とその後の長期的な経済的結果が出産年齢に左右されることを基本

前提としている．もっぱらライフコース枠組を用いた社会学的理論とイベントヒストリー

分析を用いた実証研究に立脚した一連の論文では，晩産化について説明する際に女性の教

育，すなわち学生であるという状態と，次に教育水準の重要性を強調している．Blossfeld

andHuinink（1991）は，「女性は大学在籍中には経済的に両親に大きく依存している．

さらに，大学に通っている若者に対して結婚（して子どもを持つ）などの『危険を冒さな

い』よう求める規範的な期待が社会に存在する」と示唆する．したがって学生が在学中は
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家族生活を始めることにではなく，学業に時間とエネルギーを集中する限り，学業は結婚

や出産の延期に直接影響を及ぼすと仮定できる．既存研究の理論的アプローチが多様であ

るにもかかわらず，さまざまな知見が一致している点を考えれば，女性の教育傾向はヨー

ロッパにおける晩産化の重要な誘因とみなすことができる．たとえ第1子の出産時期の決

定因と同じ要因が修学期間の決定にも関わっており，国により度合いが異なるとしても，

ほとんどのヨーロッパ諸国では学業と出産とがきわめて両立しにくい（Billariand

Philipov2004）．さらに教育期間が延長される傾向と，前述の第二人口転換に伴う価値変

動の間にも相関関係がある．つまり，いずれの要因も方向性は同じなのである．

第三に青年期における不確実性は，ヨーロッパにおける晩産化の主要因であるとみるこ

ともできる．このことは，南ヨーロッパについて指摘されている（Kohleretal.2002）．

さらにオランダでは，不確実性に対する認識が，親となる時期の遅延に影響を及ぼすと論

じられている（Liefbroer2005）．多くの学者は，労働市場や経済的安定などの面で青年

が直面している大きな不確実性と，成人への移行期を特徴づけるあらゆる事象の全般的遅

延とを関連付けている．特に南ヨーロッパでは，極低出生力が「極遅成人移行（latest-

latetransitiontoadulthood）」と関連付けられてきた（Billari2004;Billarietal.;

Billari,PhilipovandBaizan2001;BillariandRosina2004）．より具体的にいえば，南

ヨーロッパの青年は親の家にとどまる期間の長さで世界一である．また東アジアにおける
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図１ 1990年代のヨーロッパ諸国における初産と初婚の延期

出所：出生・家族調査（FFS）データによる（Billari2006）
注：Arm：アルメニア Aus：オーストリア Bel：ベルギー Bul：ブルガリア Cro：クロアチア

Cze：チェコ Den：デンマーク Est：エストニア Fin：フィンランド Fra：フランス
Ger：ドイツ Gre：ギリシャ Hun：ハンガリー Ice：アイスランド Ire：アイルランド
Ita：イタリア Lat：ラトビア Lit：リトアニア Mac：マケドニア Net：オランダ
Nor：ノルウェー Pol：ポーランド Por：ポルトガル Rom：ルーマニア Rus：ロシア
Slo：スロバキア Slo：スロベニア Spa：スペイン Swe：スウェーデン Swi：スイス
Uni：イギリス Yug：ユーゴスラビア



出生力水準の違いを説明する場合にも，成人期への移行の遷延という考え方が使われてい

る（Suzuki2005）．中央ヨーロッパと東ヨーロッパの移行経済諸国の一部では，晩産化

が北ヨーロッパ・西ヨーロッパ・南ヨーロッパよりもいくぶん遅れて始まったものの，こ

れらの国々の場合には特に不確実性が決定的に重要である．ほとんどの移行経済諸国では，

出生力が1990年代，時には社会主義体制の崩壊直後から，また時にはそれから数年遅れて，

きわめて急激に低下した（MacuraandMacDonald2003;PhilipovandDorbritz2003;

UNECE2000）．経済的不確実性が高い状況下で人々の所得の信頼性が低下するため，所

得が安定し信頼できるようになるまで，若い人々が出産を延期する傾向にある

（Blossfeldetal.2005）．しかし不確実性の増加が，東ヨーロッパの急激な出生力低下に

果たしている役割に関する証拠は，まだそれほど明確ではない（KohlerandKohler2002;

Ranjan1999）．ブルガリアとハンガリーにおける出産意欲の分析結果は，不確実性の効

果がいずれも晩産化に寄与する要因であるアノミーと無志向性によって増幅されている可

能性を示している（Philipov,SpederandBillari2006）．中央ヨーロッパと東ヨーロッパ

において晩産化を促進するこれ以外の要因としては，政策の変化や具体的な政策をめぐる

不確実性などが考えられる．ハンガリーでは1990年代半ばに家族手当が普遍的ものから所

得制限を伴うものへと移行したが，Aassve,BillariandSpeder（2006）はその影響を分

析している．このような政策の変更は，教育水準で表される社会的上層と下層の出産年齢

の格差を広げる効果があった．普遍的な家族手当が復活するやいなや，年齢格差は当初の

水準に戻った．

晩産化にはそれ自体の重要性とは別に，極低出生力の発生・拡大を促すという技術的役

割がある．実際に出産のタイミングが変化している間は，テンポ歪曲（tempodistor-

tion）と呼ばれる現象によって，合計出生率のような期間出生力指標はコーホートの完結

出生力の指標として適切でないことが広く知られている．具体的には，出産が延期される

と合計出生率が実際よりも低くなる方向のバイアスが生ずる．たとえばSobotka（2004a）

はこれを理由に，ヨーロッパの極低出生力が一時的な現象で，合計出生率が1.3を下回る

ような状況がコーホートで生じることはないと論じた．

3. 「カンタム」（カップルが2人以上の子どもを持つ割合）に影響する主な要因

前節で論じたとおり，晩産化が極低出生力の出現・拡大に寄与していることは間違いな

い．技術的な視点からみれば，極低出生力が晩産化の影響が出生率に現れたことによる純

粋に技術的な結果にすぎない可能性もある．ただし本稿で取り上げている国の出生率は，

バイアスを除去した指標でみてもきわめて低い水準にある．個人レベルでは，親になる時

期を遅らせた場合，最終的な子ども数が少なくなることを示す明白な証拠がある．つまり

特定の男性または女性についてみると，他の条件にして等しい限り，第1子を持つ時期が

遅れれば子どもの総数が少なくなる．したがって豊かな社会では，晩産化を引き起こす政

策は，遅延効果（postponementeffect）によって出生力を直接的または間接的に低下さ

せる．とはいえ，子どもの総数に対する遅延効果の重要性は，その社会ごとに異なる
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（BillariandBorgoni2005;Kohleretal.2002）．

また遅延の差異によって，極低出生力の主要な二つのパターンが観察される（Billari

andKohler2004）．南ヨーロッパにおける極低出生力の出現に関しては，大幅な晩産化

と第2・3子へのパリティ拡大の減少という特徴がある．子どもがいない者の割合は全般

的に上昇しているが，イタリアやスペインでは特に高い水準には至っていない．たとえば

イタリアでは，1960年生まれの女子コーホートの15％未満である．中央及び東ヨーロッパ

諸国では，第1子の晩産化を伴わないか軽微なのに極低出生力が生じている場合（たとえ

ばブルガリアやロシア）がある．これらの国では，第3子や特に第2子への移行の減少が，

極低出生力水準に至った主な構成要因である．子どもがいない人々は依然として稀で，た

とえばブルガリアでは1960年生まれの女子コーホートの3％である．これは一般に出生力

が高い国における割合より低く，たとえばイングランド＝ウェールズでは1960年生まれの

女子コーホートに占める子どもがいない割合は20.5％，オランダでは17.7％である．した

がってヨーロッパにおける極低出生力が，遅延効果と出生の「カンタム」の効果が組み合

わされたもので，いくつかの中央ヨーロッパや東ヨーロッパの国では，遅延が重要な役割

を果たしていないことは明らかである．

そこでカップルが第1子または第2子をもうけた段階で，それ以上子どもを持つのをや

めてしまうのはなぜかという問題，すなわち人口学者が出生の「カンタム」と呼んでいる

要素を，極低出生力が出現・拡大した要因と結びつけて考えなければならない．人々が親

になることを決定した段階で，どのようなことが起きるのか．以下では，3つの可能な要

因について概観する．すなわち，1）家族主義と福祉制度，2）ジェンダー制度，3）政

策及び子どもを持つ場合の経済的費用である．

すぐに目を引く点は，家族の「強固な」紐帯や家族主義的な態度・福祉制度を特徴とす

る国に極低出生力が出現したという，直観に反する状況である（Esping-Andersen2007）．

南ヨーロッパの極低出生力に対して，家族紐帯が強い状況で「質」を重視する姿勢が出生

率を引き下げたと論ずる者もいる（DallaZuannaandMicheli2004）．特にさまざまな資

本主義的福祉国家に関するEsping-Andersen（1999）の研究成果は，西ヨーロッパと他

の産業社会に存在する4つの型の福祉制度について説明している．それらは，北欧諸国を

含みオランダも含むことが多い「社会民主主義型」，ヨーロッパではアイルランド，英国，

スイスを含む「自由主義型」，南ヨーロッパを典型とする「家族主義型」，以上の国以外，

つまりほとんどの西ヨーロッパ諸国における「保守主義型」である．中央及び東ヨーロッ

パでは，長期的にはこれらの理念型のいずれかに近い福祉国家が形成される趨勢にある．

南ヨーロッパの家族主義的福祉国家が極低出生力と関係しているのは，かなり逆説的であ

る．これらの国々の福祉は若い親とその子どもたちに注意が払われず，子育てとそれ以外

の選択肢（教育や仕事など）との両立にも注意が払われていない．したがって，福祉によっ

て家族関係が希薄化してはならないという家族主義的福祉が前提とする考え方が，実際に

は出産を妨げる方向に作用していることになる．これはおそらくイタリア，スペイン，ギ

リシャの出生率が最も低い水準にある理由を説明する上で重要な要因となろう．また，い
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わゆる保守的福祉国家（ドイツやオーストリア）は中間的な状況にある．ただしフランス

のように，親になることへの考え方が実際に異なる国もある．中央及び東ヨーロッパにつ

いては，鉄のカーテン崩壊後の家族政策が家族にとって以前ほど有利ではないため，家族

主義的福祉国家と類似の結果となっていることを示す証拠がある（Macuraand

MacDonald2003）．

南ヨーロッパ社会の第二の特徴は，そのジェンダー制度である．特に家庭内でのジェン

ダー平等の度合いが低く，これと関連して労働市場でもインサイダー（通常主な稼ぎ手と

しての男性）とアウトサイダーが明確に分離されている．後者の労働市場における分離も，

他のヨーロッパ諸国よりはるかに強い．イタリアやスペインと，出生率がより高い国々と

の主な違いのひとつがジェンダー平等である．McDonald（2000）によると非常に低い出

生力は，個人志向的制度におけるジェンダー平等の向上（教育と職業における平等の拡大）

にもかかわらず，家族志向的制度でジェンダー平等の度合いが低い（このような制度では

家族が最優先される）ことの結果である．教育における男女の平等が拡大した一方，家庭

では育児・家事・老人介護を含む伝統的なジェンダー不平等が残っている．したがって女

性たちは，教育と職場において業績を上げると同時に，家庭では伝統的な役割を守るとい

うかなり困難な課題に直面している．またさまざまなヨーロッパ諸国において，ジェンダー

関係と社会環境が，第1子の出産にさまざまな形で影響を及ぼしている（Gonzalezand

Jurado-Guerrero2006）．カンタ

ムについてみれば，男性の協力度

が高いほど，第2子以降の出産が

促進されるという証拠がある

（MencariniandTanturri2004）．

国民の一般的態度は，ジェンダー

平等・仕事と家事の両立・出生力

という連鎖の重要性を一貫して示

している．表2は，母親の就業が

就学前の児童に害を与えると考え

る人が多数を占めると，極低出生

力が出現することを示している．

実際，2000年前後の国別横断デー

タによると，就学前児童の母親の

就業に対する態度と合計出生率の

相関係数は-0.60だった．

政策的文脈とそのカンタムに対

する効果についてみると，極低出

生力諸国に広まっている一般的な

「福祉制度」やジェンダー制度以
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表２ 母親が働くと就学前児童に害を与えると考える
回答者の割合（％）

国 就学前児童に害を与え
ると考える割合（％）

合計出生率
（2000年）

イタリア 81 1.24
ギリシャ 78 1.29
ポーランド 77 1.34
ラトビア 75 1.24
ロシア連邦 73 1.21
ウクライナ 73 1.09
ポルトガル 72 1.55
リトアニア 71 1.33
ドイツ 66 1.38
エストニア 65 1.39
クロアチア 64 1.40
ハンガリー 63 1.32
スロバキア共和国 63 1.29
ブルガリア 61 1.26
ベラルーシ 60 1.31
フランス 56 1.89
ベルギー 51 1.66
チェコ共和国 47 1.14
ルーマニア 47 1.31
スロベニア 47 1.26
オランダ 46 1.72
スペイン 46 1.24
イギリス 46 1.65
フィンランド 41 1.73
スウェーデン 38 1.54
アイスランド 33 2.08
デンマーク 18 1.77

出所：ヨーロッパ価値観調査／世界価値観調査1999-2001年のミク
ロデータファイルの独自分析及び表1



外の側面について評価することは容易ではない．しかし極低出生力が出現した国で，仕事

と家庭の両立性が特に低いこと，経済学の用語で言えば子育ての機会費用が特に高いこと

は明らかである．極低出生力が出現するまでは，女性の労働力参加が低い国の方が出生率

が高かった．しかし1980年代にはすでにこの相関関係が逆転し，女性がより多く労働市場

に参加する国の方が出生率が高くなった．したがって，特に女性にとって仕事と家庭の両

立に有利な政策がない場合，第2子や第3子の出産に移行する確率を下げる要因であるこ

とは明らかである．しかし国別の出生率と家族向けサービス支出の相関係数は比較的低く，

両立性の問題が単純でないことを示している．他方，金銭的移転が占める割合は出生率と

正の相関を示し，金銭の効果は有意である（Hantrais,PhilipovandBillari2006）．

Ⅲ．新しい展開とその意外さ － イタリアとスペインの極低出生力からの脱出と

「極高」入移民率

極低出生力の出現，何よりもその持続は，これが生じた経済・社会に深刻な影響を与え

る．よく指摘される人口学的帰結は人口規模の減少で，通常これは将来人口推計によって

示される（Kohleretal.2006）．特に人口高齢化の速度を考慮すれば，極低出生力の持続

は現代社会の進歩に寄与するよりも，社会的問題を拡大すると考えられる．本節では，極

低出生力の先頭走者だったイタリアとスペインの人口に，この10年間で何が起きたかを検

討する．極低出生力に対するホメオスタシスが働く可能性が指摘されていたとはいえ

（Kohleretal.2002），イタリアとスペインの人口増加は意外な結果で，多くのことが急

速に変化した．欧州委員会統計局（Eurostat）によると，2007年初頭のイタリア人口は

5913万1000人だった．これは，イタリアの出生率が最低だった時期に近い1997年初頭の

5687万6000人より250万人増えている．対応するスペインの数字はさらに印象的で，3952

万5000人（1997年1月1日）から4447万5000人（2007年1月1日）へと500万人増えてい

る．年齢構造が有利に作用する場合，人口増加が持続する可能性があることも事実で，実

際に増加の一部は両国のベビーブーム・コーホートの参入によるものである．しかし，そ

れがすべてではない．実際には，出生率の上昇と移民の増加という二つの要因が人口増加

に寄与した．この問題について詳しく検討する前に，その元になる数字を見てみよう．イ

タリアの1996年の出生数は52万8000人だった．2006年の数字は56万人である．スペインで

は，出生数が36万3000人（1996年）から48万1000人（2006年）に増えた．1996年のイタリ

アへの入国超過数（イタリアへの入移民数から出移民数を差し引いて補正した数）は，5

万6000人だった．2006年の推計値は37万7000人で，出生数の67.4％に当たる．スペインの

場合，入国超過数は8万3000人（1996年）から60万6000人（2006年の出生数の126％）に

増えた．これらの数字は，イタリアとスペインにおける出生率と移民が極低出生力と明ら

かに結びついており，それらについてより具体的に検討することが決定的に重要であるこ

とを示す．
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1. ある面では予想外だった南ヨーロッパの「第二人口転換」と出生率の上昇

極低出生力諸に陥った国は，その状態から脱出できるのだろうか．また脱出できたとし

たら，それは驚くべきことなのか．以下では，極低出生力の先頭走者だったイタリアとス

ペインの状況に焦点を合わせる．最初に考慮すべき問題は，本稿ですでに述べたテンポ歪

曲の効果である．晩産化と同時に極低出生力（標準的な定義では合計出生率が1.3以下と

なる状況）を経験した国では，少なくとも遅らされた出産の一部が回復するという技術的

理由から，数年後に出生率が上昇し得ることはそれほど意外ではない（Kohleretal.

2002;Sobotka2004a）．1.5人を非常に低い出生率の閾値としたMcDonaldも，テンポ歪

曲を強く意識していた．「人口学者は，1970～80年代の非常に低い出生率が結婚と出産の

延期による一時的な現象（いわゆるテンポ効果）であると理解する傾向にあった」

（McDonald2006）．その場合，イタリアとスペインの合計出生率が数年後に1.3を超えた

のは当然と考えられる．

図2に示した1975年から2006年までのイタリアとスペインの合計出生率の推移は，この

ような予想に合致するものである．スペインは2003年に1.31となり，イタリアはその翌年

に1.33で極低出生力の閾値を上回った．最新の2006年推計では，イタリアは1.35，スペイ

ンは1.37とされる．表1のデータに戻ると，ギリシャや極低出生力を経験した中央及び東

ヨーロッパ諸国の大部分（ブルガリア，エストニア，ハンガリー，ラトビア，ルーマニア，

ロシア）では，2005年の数字は実際に極低出生力の閾値を上回っている．

しかしイタリアとスペインの出生率が極低出生力の閾値を上回ったのは，30歳ないし35

歳以上の年齢における先送りされた出産の回復という技術的理由にのみよるものではない．

極低出生力の出現後，これ以外の何らかの要因が生じている（CastiglioniandDalla

Zuanna2007も同様の議論を展開している）．本稿ですでに引用したLesthaegheやvan

deKaaが発展させた概念を用いれば，「第二人口転換」のテンポ効果以外の側面がこれら

の国々に広がったのであ

る． これは Gianpiero

DallaZuannaがイタリ

アについて「人口の新し

い春（newdemographic

spring）」と形容した現

象とも符号する（Dalla

Zuanna2005）．ここで

は特に，この現象の要素

として，1）婚外出生率

の著しい上昇と関連する

同棲，2）結婚の不安定

化について考察する．

図3は婚外出生の推移
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図２ 合計出生率：イタリアとスペイン，1975-2006年

出所：スペイン統計局及びイタリア統計局



で，婚外出生が増加して

いることを示す．婚外出

生が全出生に占める割合

は，1980年には5％未満

でその後わずかに増加し，

2000年以降に大幅に増加

した．イタリアでは婚内

出生が減少を続け，2006

年に最低水準のおよそ45

万1000件に達した一方，

婚外出生数が初めて10万

のラインを超え，全出生

数に占める割合が18.6％

に達した．スペインでは婚外出生が占める割合が，1980年の3.9％から2006年には26.6％

に増加した．婚外出生が出生全体のおよそ5分の1（イタリア）ないし4分の1以上（ス

ペイン）を占めるような状況で，これが出生率の上昇に寄与する重要な要因ではないと考

えることは困難である．過去10年間の出生率と婚外出生の割合の傾向には，明らかに共通

する要素がある．たとえば，1997年から2006年までのイタリアにおける婚外出生の割合と

合計出生率との相関係数は0.96である．1996年から2005年までのスペインでも，この数字

が同じ水準に達する．

結婚の不安定化については，CastiglioniandDallaZuanna（2006）がイタリアにおけ

る急激な結婚の不安定化を指摘している．1969年に式を挙げた結婚の92％が30年後もまだ

続いているが，この割合は1983年に式を挙げた結婚では83％，1998年に式をあげた結婚で

は63％まで低下していると推定される．イタリアとスペインの両国において，（法律上の

制限が理由となっている場合も含む）別居に続いて離婚に至るまでかなり時間がかかるこ

とが多く，夫婦が法律上別居しながら離婚しない場合もある．図4は過去10年間の両国に

おける，最近の結婚の不安定化を示している．1995年の結婚解消（離婚と別居を含む）の

割合は，イタリアで23.8％，スペインで41.1％だった．2005年の対応する数字は，それぞ

れ42.3％と71.8％だった．この増加は，部分的には結婚数の減少によるものだが，大部分

は結婚の不安定化によるものである．

婚外出生の増加と結婚の不安定化という傾向は，アルプス山脈とピレネー山脈以北で生

じた現象と一致しているものの，イタリアとスペインにおける第二人口転換のこの側面の

拡大には独特な性格もある．たとえばイタリアで変化が緩慢であることは，強い家族紐帯

の役割から説明できる．かつては親からの圧力（家族を形成し維持するのに必要な金銭的

移転と親族内移転をめぐる圧力を含む）によって，結婚に関する新しい行動は制限されて

いた．1960年代末から1970年代に青年期を送り，大きな変革を経験した世代が親になって

はじめて，子世代は世代間移転を受けられないことを心配せずに，結婚を軽視できるよう
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図３ 婚外出生数が全出生数に占める割合（％）：イタリアとスペイン，
1975-2006年

出所：欧州委員会統計局及びイタリア統計局データの独自分析



になった（Rosinaand

Fraboni2004）．スペイ

ンでは，1975年までフラ

ンコ体制下での社会主義

化によって変化が遅れた

が，体制崩壊後には変化

が加速した可能性もある．

さらに若年労働市場の不

確実性という重要な要素

を含む前述のいくつかの

特徴が，重要な役割を果

たした可能性がある．た

とえば男女関係の柔軟性

と不安定性の増大は，労

働市場の不確実性とつな

がっているのかも知れな

い．

この文脈で特に重要な

事実は，ヨーロッパにお

ける結婚の役割の弱体化

と出生力の正の相関であ

る． たとえば Billari

andKohler（2004）が

述べたように，極低出生

力の出現後，合計出生率

は結婚の重要性に関する

指標（平均初婚年齢，合

計離婚率，婚外出生率）

と正相関するようになった．図5は，1960年から2000年までのヨーロッパ評議会加盟国に

おける変化を示している（Billari2005も参照）．十分ではないが，相関が逆転したメカニ

ズムを明らかにした研究成果がある．簡単なメカニズムは，男女の結びつきのパターンが

柔軟になったことである．BillariandRosina（2004）は，イタリアでは25歳頃に同棲を

始めれば，27歳頃に結婚した場合にほぼ等しい完結出生率を達成できると推定している．

また再婚が多い場合，離婚によって出生率が低下することはない．しかしイタリアとスペ

インでは，離婚の費用が高く離婚までの待ち期間が長い点を考慮すると，これはまだ当て

はまらない．スペインでは2006年の改革によって，離婚の費用と待ち時間が大幅に軽減さ

れたが，その効果が本稿で扱う出生率指標に影響するには至っていない．
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図５ 複数国における合計出生率と出生率に関係する行動との
相互相関関係（ヨーロッパ評議会加盟国）

出所：Billari2005年

図４ 結婚の不安定化（婚姻100件当たりの離婚及び別居）：
イタリアとスペイン，1995-2005年

出所：スペイン統計局及びイタリア統計局



出生率の上昇が，以下

でさらに検討する移民の

増加を含む新しい傾向に

関連しているのであれば，

イタリアとスペイン国内

の人口学的変化の先頭に

立つ地域でも上昇が観察

されるはずである．図6

はイタリアとスペインで

先頭に立つふたつの豊か

な地域，ロンバルディア

（ミラノを含む地域）と

カタロニア（バルセロナ

を含む地域）の分析結果である．カタロニアとロンバルディアは，ドイツのバーデン・ウュ

ルテンベルクやフランスのローヌ・アルプス地域とともに，「ヨーロッパの4つのエンジ

ン」にたとえられる．カタロニアでは極低出生力（合計出生率で1.27）が早くも1989年か

ら観察され，ロンバルディアでも1983年（1.29）というきわめて早い時期に1.3を下回っ

ていた．カタロニアは1996年に1.15という最低水準に達し，ロンバルディアは1994年に

1.06の最低水準に達した．カタロニアは1982年以来，ほぼどの年もスペインの全国平均を

下回り，ロンバルディアもこれと同じ期間，全国平均を常に下回った．いずれの地域でも，

この傾向がつい最近逆転した．現在カタロニアの出生率は，全国平均をかなり上回ってお

り（2006年にスペインの全国平均1.37に対し1.47），同じことがロンバルディアにも当て

はまる（2006年にイタリアの全国平均1.35に対し1.41）．いずれの地域も，所得，女性の

労働力参加，婚外出生，結婚の不安定化，及び移民が，全国平均を上回っている

（CastiglioniandDallaZuanna2007）．したがって，第一及び第二人口転換で適用され

た空間的拡散理論（LesthaegheandNeels2002）に従えば，新しいトレンドは今後数年

内にイタリアとスペイン内で拡散を続けると推測できる．

2. 補充移民の発動

極低出生力が労働力供給に及ぼす効果の分析で，McDonaldandKippen（2001）は，

a）出生力の上昇，b）女性の労働力参加の拡大，c）移民の増加がなし得る将来の労働力

供給への寄与を考察した．彼らは，少なくとも20年以上とされる人口学的意味での「短期」

的には，女性の労働力供給の拡大と移民の組合せだけが過去の「失われた出産」を埋め合

わせ得るが，中長期的には出生力の上昇が不可欠と結論付けている．McDonaldand

Kippenの功利的アプローチは，補充移民（replacementmigration），すなわち移民が，

少なくとも人口学的意味での短期的には，およそ過去20年間の「失われた出産」を補充す

るという考え方を放棄する時期が早すぎた（UN2000）ことを明らかにしている．イタリ
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図６ 合計出生率：カタロニア（スペイン）及び
ロンバルディア（イタリア），1975-2006年

出所：スペイン統計局及びイタリア統計局



アとスペインは，およそ15年にわたって極低出生力を経験しており，非常に低い出生率が

そのかなり前から始まっているからには，この2カ国で補充移民が観察されないだろうか．

実際，移民を伴わない極低出生力による急速な人口減少の直接的含意のひとつは，移入へ

の潜在的需要の発生である．そこで，イタリアとスペインの状況について以下で分析しよ

う．

イタリアとスペインの入国超過率（入移民数から出移民数を差し引いた数の総人口に対

する比を補正したもので，パーミルで表す）を図7に示した．短期的な変動を別にすれば，

イタリアでは1980年代半ばまで，スペインでは1990年まで，両国の入国超過率は負で出国

超過を示していた．その後，極低出生力の出現と並行して，両国は明らかに移民受入国に

転じ，ごく最近ではそれが加速している．事実，データが入手できる最近5カ年（2002年

から2006年まで）の平均入国超過率は，イタリアでは7.6‰，スペインでは14.7‰だった．

これらの数字を考慮すると，両国，特にスペインにおける外国人人口の急増は意外ではな

い．図8では，イタリア

とスペインで生活する外

国人の割合が，極低出生

力の兆候が表れる少し前

の1990年に1％以下だっ

たことが見て取れる．そ

れから10年後の2000年に

おける外国人人口の割合

は，イタリアで2.2％，

スペインで2.3％だった．

近年における移民の増加

速度は圧倒的だが，それ

以前の数字が不法または

未登録の移民の存在によっ
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図８ 外国人人口の割合（％）：イタリアとスペイン，1990-2006年

出所：欧州委員会統計局

図７ 入国超過率（千人当たり）：イタリアとスペイン，
1975-2006年

出所：欧州委員会統計局



て過小評価されていた可能性がある．最新の2006年の推計値は，イタリアで4.5％，スペ

インで9.1％である．人口学者を含む多くの観察者が，この外国人の増加速度に驚いたこ

とは間違いない．そしてこれが，イタリアとスペインが10年以上も極低出生力を経験した

にもかかわらず，両国の人口が少しも減少していない主な理由である．公式推計の作成者

は，移民に関するあまりにも保守的な予測によって判断を誤ったのである．

またよく知られたことだが，移民が当初は労働年齢と児童期に集中する（イタリアの図

9参照）ため，McDonaldandKippenの補充移民という考え方にみられるように，移民

が労働市場に及ぼす影響には即効性があり，さらに出生力にも影響する可能性がある．実

際のところ，本稿ですでに論じたごく最近の出生力の上昇は，部分的にはイタリアとスペ

インへの移民によるものである（CastiglioniandDallaZuanna2007）．Sobotkaは近刊

予定の論文で，イタリアとスペインを含むヨーロッパの数カ国の合計出生率に対する外国

人の寄与を推計している．

それによると，外国人の

寄与は女性一人当たり

0.1人の増加に近く（図

10参照），これらの数字

はイタリアとスペインに

おける最近の出生力の上

昇が部分的には移民によ

ることを示唆している．

とはいえ，移民の高い出

生力によって説明できる

のは，上昇の一部にすぎ

ない．

補充移民という現象は，

汎ヨーロッパ的にも観察

されるだろうか．図11は，

ヨーロッパ連合で最も大

きな国々である EU-21

を40年という時間経過の

中で見ている．横軸は，

1964年の出生率に対する

1984年の出生率の比をパー

セントで示す．これが

100であれば，出生率が

変化していないことを意

味する．出生力低下の結

―39―

図10 外国人の出生力が合計出生率に及ぼす効果

出所：Sobotka，近刊

図９ 年齢別の外国人人口割合（％）：イタリア，2006年１月１日

出所：イタリア統計局データの独自分析



果，ほとんどの国の数字

が100よりも低い．この

指標は，Ortega（2006）

が人口置換の指標として

提案した「出生置換比

（Birth Replacement

Ratio）」という指標に

類似する．縦軸は，20年

後の2004年，すなわち労

働市場の潜在的なニーズ

に出生力の効果が及ぶと

考えられる時期の移民率を示す．この図は，補充移民が実際に作動しているという事実と

符合する負の相関を示している．出生力の低下が目立つ国ほど，20年後の入国超過率が高

い．たとえば，入国超過率がマイナスになっているのは，出生率の変化比が100を超える

国のみである．

Ⅳ．結論

ヨーロッパにおける極低出生力の出現は，社会，経済，そして何よりも人口の根本的変

化を意味する．極低出生力の先頭に立ったイタリアとスペインは，さまざまな理由から極

低出生力を脱しようとしており，理由のいくつかはこの結果と直接関係している．以下で

は若干の結論として，極低出生力の要因と上述の意外な展開の潜在的な政策的意義につい

て論じる．

極低出生力の一連の要因として，まず晩産化に関係するものがある．この要因のいくつ

かは，政策によって左右することがきわめて困難であるか，またはまったく政策の対象と

すべきではない．人々の考え方は変わるものであり（第二人口転換），古い価値体系に回

帰するよう個人を「強制」しようとすることは，おそらく有益ではなく，もちろん倫理的

でもない．以下の教訓を思い出す必要がある．出生力が高すぎると考えられた時期に，考

え方の変化がタブーとされたことはなかったはずであり，Lutz,SkirbekkandTesta

（2006）が発展させた「低出生力の罠」という仮説にみられるように，行動を考え方に何

度でもフィードバックすればよい．女性の教育水準の向上は不可逆的なものであり，その

ままでよい．国別データで出生力と出生関連行動の相関関係が逆転したことをすでに考察

したが，このような逆転現象で最も研究されているのが出生力と女性の労働力参加との関

係にみられる逆転であることにはまだ触れていなかった．図12は，OECD諸国における

相関関係の変化を示している（EngelhardtandPrskawetz2004）．相関関係の変化は，

文化的な変化や「近代化」が，必ずしも出生力の回復を妨げるものではないため，このよ

うな要因に逆行する政策を実施すべきでないことを示唆する．しかしながら，イタリアや
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図11 出生率の低下から20年後の移民（EU加盟21カ国）

出所：欧州委員会統計局データの独自分析



スペインだけでなく特に

東アジアの韓国や日本に

も当てはまることだが，

極低出生力を抱える国々

に共通し，政策で取り組

むことが可能な問題もあ

る．それは若い人々が置

かれている状況である．

これらの国々で若い人々

が置かれている状況は，

多くの点において，他の

社会よりも相対的に劣悪

である．その症状のひと

つが成人への移行の遅延で，その極端な例が「極遅」移行である．そのため若年層志向の

政策は，出生力志向の政策となる．おそらく若年層の活用は，晩産化を緩和する助けにな

ろう．筆者は別の機会に，高い水準の公的負債のため予算上の制限がきわめて厳しいイタ

リアの文脈に沿って，若年層の活用政策が低コストの政策であり得ることを示した

（Billari2007）．それは政策の象徴的側面が，政策の効果を左右し得るという理由にもよ

る（Neyer2006）．ひとつの例が，成人とみなされる法定年齢に関するものである．イタ

リアにおける議会の被選挙権取得年齢は，EU15カ国で最も高い．図13は，このような尺

度で計った国別順位と若年層の経済的自立性との平行的な関係を示す．経済的自立性に関

する2001年のデータを用いた国別データの相関関係は0.73である．イタリアのあらゆる法

律に対する拒否権を持つ最高決議機関である上院の議員に選ばれるためには，40歳に達し

ていなければならない．このことは，40歳になるまで成人として十分に認められないこと

―41―

図13 若い人々の経済的依存度（出所：Eurobarometer）及び議会の被選挙権取得年齢

出所：ForumNazionaledeiGiovani

図12 OECD諸国における合計出生率と女性の労働力参加率
との相関関係

出所：EngelhardtandPrskawetz2004



の明白な「法律的」メッセージである．簡単な政策変更として，この年齢を引き下げる方

法がある．イタリアの事例に限らずに一般化すれば，若年層を活用しながら行動を強制せ

ず，選択の自由を残すような政策は，出生親和的な政策である．中央及び東ヨーロッパで

は，一般的な経済的条件や直接的な政策支援（または支援の廃止）など，不確実性に影響

するそれ以外の側面も重要である．

極低出生力の第二の要因群として，カンタムに関係するものがある．ここでは，南ヨー

ロッパ型福祉の家族的な性格が明らかに問題である．個人志向的な福祉制度の方が，はる

かに出生親和的である．それはおそらく，個人志向的福祉の方が子ども中心的かつ女性中

心的になり得るからだろう（Esping-Andersenetal.2002）．家庭内のジェンダー平等

（McDonald2000）及び仕事と家庭の調和を志向する政策は，出生親和的な政策である．

何らかの公共政策を追及すべきであるとすれば，何より子どもと女性の福祉に留意しつつ，

金銭的移転または減税とサービス支給の均衡を図らなければならない．これは自動的に，

特に複数の兄弟姉妹がいる子どもたちと母親の保護につながる．

最後にわれわれは，イタリアとスペインにおける極低出生力の，ある意味で意外な意義

を見てきた．第一に，文化的な変化と遅延された出産の部分的な取戻しの組合せが，極低

出生力からの脱出に寄与した．公平に言えば特別な政策は存在していないが，カタロニア

やロンバルディアのような出生力回復の先頭に立つ最も豊かな地域では，仕事と家庭のバ

ランスを取るための優れた戦略を実施したのかも知れない．第二に，移民の驚くべき急増

によって人口の均衡が維持された．入移民が合計出生率に軽微ながらプラスに寄与したこ

とで，失われた出生数が補充されたことを示す明白な証拠がある．予想どおり，文化的な

変化は出生力を妨げる方向には作用しない．「補充移民」は予想外だったが，極低出生力

を経験した国がその直接的な結果である労働年齢人口の急変を回避したければ，避けられ

ない道筋であるように思われる．補充移民は人口高齢化に伴う問題を解決できないだろう

が，イタリアとスペインの経験を考慮すれば，それは個人や経済を損なうことなく，人口

の変動幅を押さえるための自然で恒常性維持にかなった方法であるように思われる．
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